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障
害
の
あ
る
方
が
地
域
で
安
心

し
て
暮
ら
せ
る
社
会
の
実
現
と
、

自
立
支
援
を
目
的
と
し
た
「
障
害

者
自
立
支
援
法
」
が
平
成
18
年
４

月
１
日
か
ら
段
階
的
に
施
行
さ

れ
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
や
医
療
制
度

が
共
通
化
さ
れ
ま
す
。

「
地
域
で
利
用
で
き
る
福
祉
制

度
を
知
り
た
い
」、「
心
身
の
発
達

に
関
し
て
心
配
」
な
ど
、
障
害
に

伴
う
不
安
や
悩
み
等
に
つ
い
て
専

門
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
援

助
・
調
整
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、

必
要
に
応
じ
て
、
障
害
者
の
生
活

ニ
ー
ズ
に
基
づ
い
た
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
の
検
討
や
関
係
機
関
と
の
連

携
を
図
り
ま
す
。

対
象
者

身
体
障
害
児
、
知
的
障

害
児
（
者
）
、
重
症
心
身
障
害
児

（
者
）
お
よ
び
そ
の
家
族

相
談
窓
口

労
働
と
教
育
の
場

「
雑あ

ら

草ぐ
さ

」内
（
上
尾
市
地
頭
方
４
３

８
―
６
）
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図１� ●支援費制度外だった精神障害福祉サービスも統合されます。�
●施設サービスは平成18年10月から平成24年3月までに徐々に移行します。�

※障害児の施設サービスは自立支援法には移行しません。�
　平成18年10月から利用者負担額の見直し・利用契約制度の導入が行われる予定です。�
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支援費� 平成18年4～9月� 平成18年10月以降�

サービス機能�
に応じて再編�
します。�
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障
害
者
自
立
支
援
法
と
は

自
立
支
援
法
施
行
に
よ
り
、
障

害
種
別
（
身
体
障
害
・
知
的
障

害
・
精
神
障
害
）に
か
か
わ
ら
ず
、

共
通
の
福
祉
制
度
と
し
て
一
元
化

さ
れ
、
こ
れ
ま
で
支
援
費
制
度
の

対
象
外
だ
っ
た
精
神
障
害
者
の
方

も
共
通
の
制
度
の
も
と
で
サ
ー
ビ
ス

が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

障
害
福
祉
制
度
の
一
元
化

こ
れ
ま
で
居
宅
・
施
設
に
大
別

さ
れ
て
い
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
体
系

が
、「
介
護
給
付
」・「
訓
練
等
給

付
」・「
自
立
支
援
医
療
」・「
補
装

具
」・「
地
域
生
活
支
援
事
業
」
へ

と
再
編
さ
れ
ま
す
。

な
お
、
４
月
１
日
の
時
点
で
、

「
支
援
費
」
の
支
給
決
定
を
受
け
て

い
る
方
は
、
当
面
の
間
、
こ
れ
ま
で

と
同
様
の
サ
ー
ビ
ス
を
ご
利
用
い
た

だ
け
ま
す
。（
利
用
者
負
担
額
の
変
更

が
あ
り
ま
す
）
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○
現
在
、
支
援
費
サ
ー
ビ
ス
を
受

け
て
い
る
方
は
、
９
月
ま
で
の
間

は
従
来
ど
お
り
利
用
で
き
ま
す
。

○
10
月
以
降
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
の

た
め
に
は
新
た
な
支
給
決
定
が

必
要
で
す
。（
施
設
サ
ー
ビ
ス

は
新
た
な
体
系
に
移
行
し
た
施

設
を
利
用
す
る
方
か
ら
）

図２�●支給決定にあたり、障害の程度などを調査します。�
●審査会において、障害福祉に関する有識者の方々の意見を伺い決定します。�

障害程度区分認定調査項目（106項目）�

一次判定（市町村）�

審査会の意見聴取�

サービスの利用意向の聴取�

訓練・就労評価項目→個別支援計画�

障害程度区分の認定�

支給決定�

暫定支給決定�

二次判定（審査会）�

勘案事項調査項目�
・地域生活  ・就労  ・日中活動  ・介護者  ・居住など�

介護給付を希望する場合� 訓練等給付�
を希望する�
場合�

�障害者の�
心身の状況�

�訓練・就労�
に関する評価�

�サービスの�
利用意向�

�社会活動や�
介護者、居住�
等の状況�

医
師
の
意
見
書�

図３�●所得に応じて４段階の区分に分けられ、それぞれに負担の上限額が�
　決められています。�

区　分� 対象となる方� 上限額（月額）�

生活保護�生活保護世帯� 0円�

一　　般�住民税課税世帯の方� 37,200円�

低所得２�住民税非課税世帯で低所得1に該当しない方�24,600円�

低所得１�住民税非課税世帯で障害者または障害児�の保護者の収入が80万円以下の方� 15,000円�

図４�

一定所得以下� 中間所得層� 一定所得以上�

生活保護世帯 市町村民税非課税 本人収入≦80万円 
市町村民税非課税 
本人収入＞80万円 

市町村民税額 
（所得割）2万円未満 

市町村民税額 
（所得割）20万円未満 

市町村民税額 
（所得割）20万円以上 

生活保護�
負担�
0円�

低所得1�
負担上限額�
2,500円�

低所得2�
負担上限額�
5,000円�

中間所得層1�
負担上限額�
5,000円�

中間所得層2�
負担上限額�
10,000円�

負担上限額�
20,000円�

負担上限額：�
医療保険の�
自己負担限度額�

公費負担の�
対象外�

（医療保険の     
負担割合 

  ・負担限度額） 

重 度 か つ 継 続 �

※自己負担については１割負担（　　　　部分）。�
　ただし、所得区分に応じて負担上限額があります。�

利
用
者
負
担
に
つ
い
て
は
、
サ

ー
ビ
ス
費
用
の
原
則
１
割
を
負
担

す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、

施
設
入
所
者
に
つ
い
て
は
、
在
宅

生
活
者
の
負
担
と
の
均
衡
を
図
る

た
め
、
食
費
や
光
熱
水
費
も
自
己

負
担
と
な
り
ま
す
。

た
だ
し
、
所
得
に
応
じ
た
月
額

上
限
や
低
所
得
者
に
対
し
て
の
補

足
給
付
、
減
免
措
置
が
あ
り
、
負

担
が
重
く
な
り
す
ぎ
な
い
よ
う
に

な
っ
て
い
ま
す
。
残
り
の
９
割
は

国
、
県
、
町
が
負
担
す
る
仕
組
み

で
す
。

※
図
３
参
照

サ
ー
ビ
ス
費
用
負
担
の
見
直
し

こ
れ
ま
で
、
精
神
障
害
者
対
象

の
「
精
神
通
院
医
療
費
公
費
負
担

制
度
」
、
身
体
障
害
者
対
象
の

「
更
生
医
療
」
、
障
害
児
対
象
の

「
育
成
医
療
」
は
、
自
立
支
援
医

療
と
し
て
一
本
化
さ
れ
、
利
用
手

続
き
や
利
用
者
負
担
の
仕
組
み
が

統
一
さ
れ
ま
す
。
給
付
の
対
象
者

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
と
変
わ

り
あ
り
ま
せ
ん
。

※
図
４
参
照

自
立
支
援
医
療

障
害
の
あ
る
方
に
と
っ
て
真
に

必
要
な
用
具
を
、
適
正
な
価
格
で

提
供
で
き
る
よ
う
補
装
具
の
範
囲

（
種
類
）
に
つ
い
て
、
今
後
、
見

直
し
が
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

補
装
具

障
害
の
あ
る
方
が
自
立
し
た
日

常
生
活
ま
た
は
社
会
生
活
を
営
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
情

報
提
供
や
日
常
生
活
用
具
の
給

付
・
貸
与
、
移
動
を
支
援
す
る
事
業

の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

地
域
生
活
支
援
事
業

支
援
の
必
要
度
合
い
に
応
じ

て
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
公
平
に
利

用
で
き
る
よ
う
、
共
通
基
準
を
設

け
、
市
町
村
審
査
会
を
設
置
し
意

見
を
求
め
る
な
ど
「
障
害
程
度
区

分
」決
定
の
透
明
化
を
図
り
ま
す
。

※
図
２
参
照

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
た
め
の

支
給
決
定


